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   開     議 

 

 

○鈴木富美子議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員はございません。 

 よって、ただいまの出席議員は定足数に達し

ております。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○鈴木富美子議長 日程第１、市政一般に関する

質問を昨日に引き続き行います。 

 なお、浅野敏明議員から、資料の配付につい

て申出があり、会議規則第150条の規定により

許可いたしましたので、御報告いたします。 

 それでは、順次御指名いたします。 

 

 

 平 進介議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 順位６番、議席番号13番、平 

進介議員。 

○１３番 平 進介議員 おはようございます。

共創長井の平 進介でございます。よろしくお

願いをいたします。 

 このたびの一般質問は、大きく３項目につい

てお尋ねをいたします。 

 １つ目は、昨年10月からふるさと納税制度が

改正され、本年度の寄附金の予算額が大幅に減

額されております。そうしたことを踏まえ、新

たな返礼品について提案させていただきたいと

思います。 

 なお、野川小水力発電に関しましては、野川

土地改良区の理事長さんにお話をさせていただ

いております。 

 ２つ目は、このたび全員協議会で報告があり

ました固定資産税の課税誤りについて、確認を

含めてお尋ねをいたします。 

 ３つ目は、住宅使用料の収納状況と指定管理

者制度の導入について提案させていただきます。 

 順次お尋ねいたしますので、前向きな答弁を

お願いいたします。 

 初めに、１番のふるさと納税の拡大に向けて

伺います。 

 （１）野川小水力発電の電気について、市長

に伺います。 

 野川土地改良区は昭和37年に設立いたしまし

た。長井市と飯豊町を関係行政区域とし、地区

面積2,528ヘクタール、組合員数2,200余名を有

する組織であります。野川幹線用水路は、長井

ダムを取水源とする山形県企業局新野川第一発

電所の放流水を導入し、置賜野川沿いに広がる

農地に農業用水を供給しております。本用水路

は、安定した水量と落差があり、この恵まれた

水力を活用し、野川小水力発電所を整備してお

ります。野川小水力発電所と野川第２小水力発

電所の２基を整備し、年間発電電力量は約500

世帯分の電力量に匹敵するとのことでありまし

た。この電気の売電先が東京の生協系の電力会

社である株式会社パルシステム電力ということ

のようであります。改良区の課長さんにお聞き

しますと、加入世帯は約60万世帯で、ゼロカー

ボンに向けた取組に賛同し、事業を展開してい

るということでございました。 

 また、生活協同組合パルシステム東京へは、

野川の水を利用して栽培したつや姫をおきたま

農協を通して販売をしており、年に２回ほど田

植の草取り作業や稲刈りなどの体験ツアーを通
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してお越しいただいているということでござい

ます。こうしたゼロカーボン、ＳＤＧｓに関心

を持っておられるパルシステム電力さんや野川

土地改良区と協議を行い、小水力発電の電気を

ふるさと納税の返礼品とすることができないも

のかと思いました。様々高いハードルがあると

思いますが、検討の余地はあるのではないかと

思います。いかがでしょうか、市長にお伺いい

たします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 平 進介議員の御質問、御提案にお答えを申

し上げます。 

 議員からは、ふるさと納税の拡大に向けてと

いうことで、野川小水力発電の電気をふるさと

納税の返礼品として検討できないかという御提

言をいただきました。ありがとうございます。

議員から御紹介ありました株式会社パルシステ

ム電力は、同社のホームページによりますと、

首都圏を中心とした都県で活動する生活協同組

合パルシステムグループにおいて、電気事業、

古紙等のリサイクル事業、低公害・再生可能エ

ネルギーの研究開発及び販売事業など、環境保

全を推進する専門会社として設立された会社と

いうことのようでございます。これは議員から

も詳しく説明ございましたけれども、2011年３

月の東日本大震災をきっかけに地球環境に関わ

るエネルギー問題の重要性を再認識し、電力供

給事業をスタートさせたという社長のコメント

がホームページに紹介されております。もとも

と長井市産米の取引などでパルシステムグルー

プと関わりが深かったこともあり、市内に立地

する野川小水力発電所の再エネ電気が全てこの

パルシステム電力に供給されていることは議員

御案内のとおりでございまして、両者の連携は

2014年、発電所設立当初から続いているという

ことのようでございます。これは私も以前より

聞いており、県のほうからもパルシステムのほ

うに供給するということで非常に評価されてい

ると思っております。 

 また、同社では、野川小水力発電に限らず全

国各地からバイオマス、あるいは風力、水力、

太陽光などの再エネ電気を集めまして、「パル

システムでんき」として同グループの事業所や

生協の組合員などに販売しております。今年３

月までの実績によれば、パルシステム電力が一

般家庭に販売供給した電気のうち、水力発電に

よるものは全体の4.3％で、その一部が野川発

電所由来の再エネ電気ということになります。 

 これを長井市のふるさと納税の返礼品として

取り扱うためには、まず野川小水力発電による

再エネ電気の割合を総務省の地場産品基準とい

うのがありまして、これは大変厳しいです。こ

の基準に適合するまで引き上げる必要があるん

ですね。ですから、パルシステム電気の全体の

4.3％が水力電力、水力の由来の電力であると

いうことなんですけども、適合基準というのが

非常に厳しくて、仮に基準をクリアする電力契

約プランをパルシステム電力さんにつくってい

ただいて、野川小水力発電の電気を返礼品とし

て商品化した場合でも、問題はふるさと納税寄

附金として市の財源は見込めるかもしれません

けれども、一方で、野川土地改良区も含め、地

域企業の利益につながるかという点では、ふる

さと納税の目的は行政側はありがたいんですが、

残念ながら地場企業、地場関係者にはメリット

がないということで、ここの基準がふるさと納

税とちょっと違うという点でございます。 

 電力というのは、これは議員御提言いただき

ましたように、ふるさと納税として使えると、

もうそういう例があるわけですよね。それはそ

のとおりなんですが、また、環境施策の視点で

申し上げますと、地域の成長戦略としてカーボ

ンニュートラルを定められた期限まで達成する

ためには、地域の再生可能エネルギーは地域の

電力会社を通して地域で消費するという地産地
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消の取組が大変重要でございます。地域の新電

力会社、例えばおきたま新電力とか、あるいは

やまがた新電力とか、これは地元でそもそも地

産地消しようということでつくった会社なんで

すが、こういった会社を通してだとかなりいろ

んな基準も満たせるし、なおかつ地域にもふる

さと納税として地域企業等々に還元できるとい

うメリットがあるんですが、まずは地域の先ほ

ど申し上げました新電力会社などと協力し、再

生可能エネルギーを市全域に普及させることが

まずは先決なのかなと。市外への供給が前提と

なるふるさと納税返礼品としての活用について

は、現段階ではかなりハードルが高くて、これ

はできないというわけではないでしょうけども、

パルシステムさんそのものが全く多分基準的に

合わないので、そこをクリアするというのは多

分難しいと、今の段階ではそのように考えてお

りまして、次の段階で検討すべき内容ではない

かなと考えているところでございます。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 なかなか総務省の適合

基準が厳しいというお話であります。おきたま

新電力のほうが何か可能性あるというお話でも

ありますので、何かしらふるさと納税の返礼品

になるような形で少し検討いただければありが

たいと思います。 

（「そちらに移れば可能だと思います」の声あ

り） 

○１３番 平 進介議員 このパルシステム東京

さんと長井の体験ツアー、四十数年も続いてい

るんだそうです。春と秋の２回で毎回30人ぐら

いおいでになるそうです。今年は今月の16、17

日においでになるということでございました。

田植の時期は忙しいので、田植が終わった後の

草取り体験ツアーで、子供たちも田んぼに入っ

て、カエルなどの生き物調査なんかするんだそ

うです。そして稲刈りツアーなども手刈りでく

いがけをして、五、六本くいがけして、それが

乾燥したらば、それを箱に梱包して送ってやっ

て、向こうの小学校の体育館で５年生が脱穀体

験をするというお話のようでした。こうした交

流が続いて長井市のファンになってくださる方

もたくさんいらっしゃるということです。 

 この電力のほかに長井市の水にもかなり興味

を持っておられるということですが、長井市で

出してるペットボトルが環境に負荷を与えると

いうことで駄目だということのようなんですけ

れども、こうしたペットボトル以外の代用のも

のについて、長井の100％天然水の水をこうし

たパルシステム東京さんへお送りするような、

そういう手だてなんかについてはいかがでしょ

うか。市長ちょっと少しずれた質問かもしれま

せんが、同じふるさと納税の返礼品ということ

でお伺いしたいと思います。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 どうも御提案ありがとうござい

ます。平議員おっしゃるように、大変長い付き

合いで、実は私もパルシステムの本部のほうに

お邪魔したことありまして、それで、今、平議

員からあったように、水、まあ米は農協さん通

じて、今はつや姫ですよね。もともと菅野芳秀

さんと知り合いの方たちがつくった生協さんで、

それで菅野さんのほうからの声もかけていただ

いて続いていると私は認識しております。ぜひ

野川の清流で作った米は野川の水で、地下水で

炊飯してもらいたいと。ついては、水の供給に

ついてはたくさんあるのでというか、かなりの

資源があるので、使っていただけないかという

ことで、具体的にお願いしたこともございます。

当時は議員からもございましたように、ペット

ボトルが駄目だということで、紙パックのやつ

だと大丈夫だということなんですが、炊飯のみ

ならず、もちろん水ビジネスなさってるはずな

んでしょうけども、例えば協同食品さんでも、

今は休んでますけども、あそこの会社に相談し

たりして、紙パックで大きい500ミリとか１リ
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ットルじゃなくて、もう少し大きい単位ででき

ないかとか。それで、場合によっては市のほう

でそれをまず試験的に米と一緒に無償で提供す

るので、御検討いただきたいということで、何

回かお願いはしたんですけども、残念ながら実

現には至らなかったと。多分、水は別な場所で

供給してるんですね、と私はその当時は考えま

した。これからどうかっていったときには、可

能性はあるとは思いますけれども、水ビジネス

は輸送コストが全てなんですね。ですから、そ

ういったところについては、パルシステムさん

ではなく、私ども連携協定を結んでいる別な企

業のほうとそういったところの話は今進めてお

りますので、そういった場合には水道事業所の

企業会計で採算的に合えばそういう設備投資な

どもしながらやっていけるんではないかなと。 

 したがって、パルシステムさんとももう少し

深く付き合いたいんですが、何せ規模が大き過

ぎて、ちょっと私ども長井市クラスでは、なか

なか一つの市町だけでは対応できないので、連

携して、例えば置賜３市５町で一緒に組むとか、

そういう規模なんですね、パルシステムさんは。

そんなことで、今後ぜひ検討してもらいたいと

思いますので、引き続き御提言をお願いしたい

と思います。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 加入世帯60万世帯、大

消費地ということで、そことお付き合いが少し

あるということも、大変ありがたい。何かそこ

からつながっていけるものがあればなと思って

おりますので、ぜひ引き続き検討いただければ

ありがたいと思います。 

 次に移ります。（２）のやまがたアルカディ

ア観光局の旅行商品について、市長に伺います。 

 長井市の返礼品について、「ふるなび」を検

索してみました。肉・ハム類や米・パンなどの

カテゴリーがあり、348件の返礼品の商品があ

るようです。中には品切れとか準備中というも

のもありましたが、実質的な返礼品の種類とし

ては、私が数えたところでは45種類前後くらい

かなと思ったところです。 

 そのカテゴリーの中に旅行・チケットがあり、

そこをクリックすると、はぎ苑利用券、タスパ

ークホテル利用券、シルバー人材センター利用

券の３つが出てきました。私はせっかく地元の

旅行会社やまがたアルカディア観光局がありま

すので、そこで開発した企画商品も返礼品にな

るのではないかと思ったところでした。様々あ

ると思いますが、これは前にも提案したことだ

ったんですが、水陸両用バスや三淵通り抜け参

拝などの商品は、自販機などの設置によって、

お越しになった方がその場でふるさと納税をし

ていただいて乗車することなども可能になるで

はないかと思ったところですが、この辺につい

ての市長の見解をお伺いいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 議員からこちらも御提案という

形でいただきまして、感謝申し上げたいと思い

ます。 

 ふるさと納税の返礼品として、議員おっしゃ

る体験型サービスを加えることについては、こ

れまでも何度か議員の皆様からも御提案いただ

き、やまがたアルカディア観光局など関係機関

と共に協議を重ねてまいりました。今年２月末

には、水陸両用バスをはじめ、水上自転車体験、

ＳＵＰ、ＳＵＰってサーフボードの上でやるや

つなんですが、ＳＵＰ体験など、水上、ウォー

ターアクティビティを体験型返礼品として総務

省にもう申請してるんですね。それで、おかげ

さまで先月の上旬、ようやく許可をいただいた

ところでございます。現在、やまがたアルカデ

ィア観光局と詳細を詰めてるところですので、

条件が整い次第、取扱いを開始したいと考えて

います。 

 なお、自動販売機の設置なんですけど、これ

はちょっとそぐわないだろうと。それはなぜか
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というと、その場でふるさと納税した方に水陸

両用バスなどを御利用いただくという御提言に

なるわけですけども、体験型サービスの場合、

予約や運行状況によって調整の必要がありまし

て、自動販売機での対応にはちょっと課題が多

いのかなと思っておりまして、また、隣の飯豊

町さんなんかでは、そういうのを設置してるよ

うではございますが、かなり高額、今のところ

もう少し安くなればかもしれませんが、経費の

中に入るわけですよね。経費率もかなり厳しい

です。 

 したがって、例えば昨年の10月以来、私ども

の場合は置賜地域地場産業振興センターを窓口

に、そこに従来の納入の地元の業者さんに協力

いただいて、それら全て含めて５割以内という

ことなんですが、10月の改正で置賜地域地場産

業振興センターのほうが利益を出せなくなりま

した。ですから、今まで例えば牛肉を納税とし

て返礼品を選んでいただいた場合、例えば

5,000円の売価のお肉について、置賜地域地場

産業振興センターでも手数料頂くわけですが、

それが頂けないと、５割以内、ゼロになるんで

すね。 

 ですから、非常に置賜地域地場産業振興セン

ターも厳しい経営になってしまいました。それ

ぐらい総務省のほうではふるさと納税というの

はかなりいろんなところでいろんなやり方をし

てるもんですから、かつて、どことは言わない

ですけども、関西のほうのある市が商社を通し

て全ての全国の商品を取り扱って、なおかつそ

れをなお一層ふるさと納税を集めるためにポイ

ントみたいなので大盤振る舞いしたり、めちゃ

くちゃなことをやってしまったおかげで、結局

これでは駄目だということで、本当の適正なふ

るさと納税の趣旨、それに照らし合わせなきゃ

いけないというので、何回も改革改革で来て、

昨年の10月はとうとう私どもは主力のキリンビ

ールが取り扱えなくなったと。そのキリンビー

ルも長井市がやってるというんで、議会でもい

ろいろ質問いただいた。おかげさまでほかの町

もやり出したわけですね。そうすると、何がさ

れたかというと、工場がある自治体しか認めま

せんと、こうなってしまったんですね。ですか

ら、そういうふうにしていろんな経過があって、

厳しい条件が付されてしまったということで、

経費率なども考えて我々しなきゃいけないのか

なと。 

 なお、水陸両用バス、議員御提案のとおり、

ここでしか味わうことのできない魅力ある体験

サービスを返礼品としてＰＲすることで、長井

を訪れてみたくなる、または体験した方が長井

のファンになり、継続的に関係性をつなげるそ

のきっかけになるような取組も今後も積極的に

進めてまいりたいと思いますので、この間はバ

ンジージャンプ、これは北海道・東北では唯一

なんですね。ただ、これを常設して大丈夫なの

かというと、それだけの設備投資をしなきゃい

けないということもありまして、この辺は取り

あえずは期間的にバンジージャパンという会社

と連携しながらやっていきたいと思っておりま

すが、ぜひ引き続きいろいろな我々行政側から

の考え方だけじゃなくて、議会からの御提言な

ども引き続きいただければありがたいなと思い

ます。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 体験型サービスのほう

についても、総務省に申請して許可なってきて

るものもあるというようなことで、引き続き発

掘していただければありがたいなと思います。 

 次に移ります。（３）の返礼品開発に取り組

む企業等への補助制度について、市長に伺いま

す。 

 まず、先ほどの返礼品のカテゴリーの中には

工芸品もありまして、そこにはけん玉、成島焼、

鋳物がありました。けん玉と成島焼は皆さんも

御存じだと思いますが、鋳物については、山形
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精密鋳造さんが自然をモチーフにしたステンレ

ス鋳物花器として「あやめの茎」が出品されて

おりました。同社は自動車の排気部品をメイン

に製造しながら、2017年に新たに生活雑貨の分

野に参入され、ロストワックス鋳造技術を生か

した繊細で有機的なアイテムを製作していると

いう紹介でございました。 

 このような企業の技術を生かして新たな商品

を開発できる事業所が市内にもっとあるのでは

ないかと思ったところでございます。以前、首

から下げるアルミ製の薬入れというか、灰皿み

たいなケースを開発された会社があったように

記憶しておりますが、市内の事業所等に呼びか

けて返礼品開発に補助金を交付するような制度

を取り入れてふるさと納税制度を応援していた

だくようなシステムがつくれないものかなと思

ったところでございます。この件に関しての市

長の見解をお伺いいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 議員から返礼品の開発に地元の

企業のほうに広く募集して、その際に補助制度

など取り入れてはどうかという御提言でござい

ます。 

 何度も恐縮でございますが、議員御承知のと

おり、ふるさと納税制度では、昨年の10月の改

正に伴い、寄附金額の５割以内とされる募集に

要する経費の範囲が拡大されたんですね。それ

まで対象外とされてきた経費が新たに５割の中

に入るということで、経費率の上昇が避けられ

ず、業務委託料の見直しや返礼品に対する寄附

金の値上げなどによって何とか基準以内に抑え

ようと対応しているところです。例えば同じ牛

肉、米沢牛、米沢牛同士でのあんまり争いはな

いんですが、例えば神戸牛とか松阪牛とかいろ

いろあるわけですね。そうすると値段なんです

よ。どのぐらい安いかと。同等の国産の和牛、

しかもブランド品だったら１キロでどのぐらい

安いかというところに集中するんですね。そう

いう傾向がございます。何とか返礼品に対する

寄附金の値上げなどで、先ほど言ったように基

準以内に抑えようと対応してるところですが、

値上げすると今度寄附をしてもらえないという

ことがあると。 

 議員からはただいまありましたように、返礼

品開発に対して市で補助金で応援してはどうか

という御提案をいただいたんですが、ふるさと

納税返礼品開発のための補助金は、当然のこと

ながらふるさと納税募集に要する経費とみなさ

れるんですね。したがって、経費率に算入され

ることになりますので、これまた厳しくなると

いう状況がございます。また、補助金を投入し

た商品が必ずしも寄附者の皆さんに喜んでいた

だける、選んでいただけるとは限らないんです

ね。その場合は補助金という経費の割合だけが

膨らむ結果となると。 

 議員から御紹介いただきました、例えば山形

精密鋳造さんとか、そういった優れた技術を生

かした魅力ある地場産品の開発は、ふるさと納

税返礼品としてまちのイメージアップにつなが

るだけではなくて、地場企業の利益にも直結す

るものでございますので、ぜひ多くの企業に取

り組んでいただきたいと考えています。ただし

商品開発の支援としては、市から直接とかでは

なくて、例えば経済産業省が行う補助制度など

もございまして、長井商工会議所と連携しなが

らこういった補助金をうまく活用するというの

も一つの方法かなと考えております。市として

も魅力ある商品をふるさと納税の返礼品として

積極的にＰＲすることで、市内企業の皆さんの

頑張りを後押しするような取組を今後も継続し

てまいりたいと考えております。 

 なお、例えば長井にある企業さんではないん

ですが、長井のほうでいろいろお世話になって

る企業さん、これ食品加工のほうですね。コー

ディネートなどしていただいてる会社さんがあ

るんですが、その会社のほうでは自ら工場を建



 

―７９― 

設して、そういう商品開発でふるさと納税に資

するような商品開発をしようというような取組

をなさっている企業もございます。これは大変

ありがたいわけで、それはふるさと納税になら

なくても自分たちがいろいろ営業展開する上で、

おいしくて地場の食品など特徴ある食文化を提

供するということでなさってることなんですが、

片方でふるさと納税の商品でもしかしたら全国

的に注目浴びるんじゃないかという取組もされ

てますんで、むしろ私どもはそういった地場企

業さんの努力をぜひ期待してるところでござい

ます。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 市の補助が難しいとい

うようなことでございますので、今市長からあ

りました経済産業省の補助制度など活用してい

ただきながら、市内の企業さんにも応援してい

ただくような体制を取っていただければ大変あ

りがたいなと思います。 

 次に移ります。次の項目でございます。２番

の固定資産税の課税誤りについて伺います。 

 （１）の課税誤りの発生原因はについて、税

務課長にお聞きをいたします。 

 去る５月16日に開催されました全員協議会に

おいて、課税誤りの発生原因は、土地及び家屋

担当者の情報連携不足や現況の把握不足による

ものですとありましたが、もう少し具体的なと

ころをお聞かせいただきたいと思います。 

 固定資産税係には、土地、家屋、償却資産の

担当がいると思いますが、これまで相互の情報

の共有がうまくいっていなかったということな

のでしょうか。この辺について、税務課長にお

聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀税務課長。 

○菊地千賀税務課長 おはようございます。 

 初めに、このたびの固定資産税の課税誤りに

つきましては、議員の皆様、そして市民の皆様

に大変御迷惑をおかけしましたことに改めてお

わび申し上げます。誠に申し訳ございませんで

した。 

 それでは、ただいまの質問にお答えします。 

 発生の原因につきましては、例えば新築の場

合ですと、家屋の担当者が家屋調査に行き、そ

の結果を土地担当者と共有し、土地担当者が公

図や住宅地図、建物図面等複数の資料から所在

地、あとは利用状況等を確認した上で、住宅用

地特例適用等の処理を行う流れになります。新

築なのでただフラグをつけるというような単純

な作業ではなく、画地を確認する作業がとても

重要となります。このような流れに沿った事務

処理が一部で行われず、家屋、土地それぞれの

事務処理となってしまい、情報の共有がされて

いないケースがあったと認識しております。今

現在は調査に赴いた物件について、土地、家屋

共通で使用する一覧表を作成し、処理状況を確

認していることで、住宅用地特例の適用漏れ、

あと解除漏れを防いでおります。今後は月１回、

土地、家屋担当で調査の状況報告を行ってまい

ります。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次に移ります。（２）

の過大課税による課税誤りの対応21件について、

税務課長にお聞きをいたします。 

 過大に課税した課税誤りの件数が21件で、平

成26年度から令和５年度までの10年間で485万

6,200円とのことですが、最大の方の金額とそ

の理由をお聞きいたします。 

 また、特例課税を受けていなかった住宅用地

があったということでありますが、住宅を新築

した以降は特例措置の対象となるべきだったと

思います。その場合は、新築年数からの経過期

間かと思うわけですが、その場合の年数は長い

方で何年になるのか、税務課長にお聞きをいた

します。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀税務課長。 

○菊地千賀税務課長 過大課税による最大の還付
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額は131万9,800円で、この方の場合はアパート

の部屋数12部屋がカウント漏れの誤りでござい

ます。 

 住宅用地特例の漏れにつきましては、新築の

場合ですと、都市計画区域内においては建築確

認の申請が必要となり、それ以外におきまして

は、工事届の提出が必要になります。また、登

記を法務局のほうに申請しておりますので、新

築または増築による調査対象の家屋については、

こちらで把握しておりますが、まれに請負業者

からの提出がない場合がございました。住宅用

地特例につきましては、昭和48年に住宅用地に

対する課税標準額の２分の１が創設され、翌年

49年に200平米以下の小規模住宅用地は４分の

１とする特例措置が導入されました。家屋課税

台帳から建築年次は確認できますが、建築当時

から住宅用地特例が適用されていたかどうかに

ついては確認できませんでした。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 このたびの過大課税に

よる誤り、課税誤りによって、市民の方、納税

者の方に返還金の積算根拠を示して丁寧に説明

する必要がありますし、そうされていると思う

わけですが、どのように対応されているのかお

聞きをいたします。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀税務課長。 

○菊地千賀税務課長 今回、過大課税のほうは21

件、過少課税のほうは32件、合計53件が対象と

なりました。そのうち県外、市外の方が11件お

られましたので、こちらのほうは郵送させてい

ただきました。そのほかの42件につきましては、

１件１件訪問させていただきまして、今回の課

税の誤りがなぜ起きたのかというようなことに

ついて詳しく、丁寧に説明をさせていただいて、

御理解いただいたという報告を受けております。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次に移ります。（３）

の過少課税による課税誤りの対応32件について、

税務課長にお聞きをいたします。 

 住宅が建っていない更地に特例を適用されて

いたのが32件あったということですが、先ほど

少し理由あったのかと思いますが、この理由に

ついて、税務課長にお聞きをいたします。 

 住宅を取り壊ししてしまったために、本来特

例を解除しなければならないのに、そうした手

続をしなかったということなども含まれている

のかどうか、その辺についてもお聞かせくださ

い。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀税務課長。 

○菊地千賀税務課長 解体等により家屋台帳シス

テムは滅失の処理がされた状態でしたが、土地

台帳システムの住宅用地特例の解除の処理がさ

れていなかったことと、あと除却届が未提出の

方もいらっしゃいましたし、住宅を店舗にする

など、使用方法の変更につきましては、本人か

らの申請がないとなかなか把握は難しいものと

なり、このたびの過少課税のほうに該当するこ

とになってしまいました。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次の（４）です。長井

市固定資産税等過誤納返還金支払規程について、

税務課長にお聞きをいたします。 

 長井市固定資産税等過誤納返還金支払規程は、

市の瑕疵による賦課決定の場合に、地方税法上

の５年の規定にかかわらず、10年間に遡及して

税相当額と利息相当額を納税義務者に支払うと

いうことのようであります。また、市長が認め

たときは、20年を限度に返還する規定となって

おります。この規程を定めた時期と理由につい

て、税務課長にお聞きします。 

 また、平成30年７月に一部改正されているよ

うですが、その改正内容についてもお聞かせく

ださい。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀税務課長。 

○菊地千賀税務課長 返還金につきましては、地

方税法第18条に基づき５年と定められており、
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５年を経過すると時効により消滅となります。

しかしながら、本市でも５年を超える過誤納金

が事案が発生したため、近隣他市町の事例を参

考として、還付の対象期間を10年まで遡ること

とした内容で、平成29年２月の27日付で制定し、

納税者不利の解消を図ってまいりました。 

 また、平成30年７月に一部改正しました内容

につきましては、同規程第５条第２項の２行目

になりますが、市長がそれを認めたときの次に、

もしくは市長が当該還付不納額を確認した場合

を加えて改正しております。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 近隣の市町に倣って平

成29年の２月27日に制定されたということのよ

うでございます。ほかの市町もこういった似た

ようなものがあるということだと思います。 

 次に移ります。（５）再発防止対策について、

市長に伺います。 

 ２点お伺いします。１点目は、再発防止策に

ついて、全員協議会では土地及び家屋担当者間

の連携を密にするとともに、現況把握を徹底し、

複数職員による確認体制も強化するなど、再発

防止に努めてまいりますとしておりますが、も

っと突っ込んだ再発防止策が必要ではないかと

感じたところです。 

 税務職は専門的な知識を必要とされるポジシ

ョンだと思っております。市民税、固定資産税、

収納など、それぞれの分野で専門性を生かし、

業務を遂行されていると思います。そのため、

人事においても核となる職員については、ある

程度長い期間配属するといった配慮が必要では

ないかと思いますが、いかがでしょうか。市長

の見解をお伺いいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 これまでは家屋調査や土地の現

況調査等に赴く機会を活用した周辺パトロール

ということで市として行っていたようです。今

後は地区、期間を定めて計画的にパトロールを

実施していきたいと思います。また、ホームペ

ージや市報への掲載内容も精査しまして、本人

はもとより、庁内や関係団体へ情報提供の協力

を依頼しながら、現況把握を強化していきたい

と思います。引き続き入力作業のダブルチェッ

クを行い、担当者以外によるチェック作業も行

ってまいりたいと思います。 

 この項の２点目でございますが、税務職員の

人事について、議員からございました。専門的

な知識を要しますので、税務職員については市

町村アカデミー千葉の研修で昔は行ってなかっ

たと思うんですが、ここ10年ぐらいは交代で例

えば１週間から10日ぐらいの泊まりがけの研修

に行って、缶詰で勉強してきてもらうと、そう

いうことを行って、税に関する知識の習得には

力を特に入れてきましたので、今後も継続して

いきたいと思います。 

 また、評価替えを迎える前、２年間の移動は

慎重に行っていくこと。それから専門的知識を

習得し、的確な判断ができる能力を備えた職員

がいなくなって、また一からのスタートになら

ないような適正な人事が必要だと考えておりま

す。税務課の中でも市民税、固定資産税、それ

から収納、大きく３つに分かれるわけですけど

も、特に専門的知識というのは固定資産税のほ

うが強いのかなと。ただ、法改正というのは頻

繁にあるわけで、それらについて、おっしゃる

とおり、かつては長い職員、今も長い職員いる

わけですよね。その方を中心にきちんとやって

たんですが、そのときそのときの体制なんです

ね。ですから、短い例えば３年、５年ぐらいの

人しかいなくて、７年、10年なんて人いない時

期でも適切にやってる場合もありますし、長い

人がいるにもかかわらず、ミスが連発というこ

ともあるんですね。結局、できるだけ我々特に

小規模の市町村、地方自治体は、税の知識とい

うのは、いかに市民の皆様から苦労されて働い

たその税金を納めていただいてるかということ
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を身をもって体験する。あと税の知識をちゃん

と習得するというのは非常に重要だと思ってま

すので、できるだけ多くの人に行ってもらいた

いと。 

 一方で、長くいますと、法律に基づいて仕事

するので、ほかに移ると非常に堅い思考ってい

いますか、柔軟性がないんです。以前こういう

ことがありました。人事でもう十分、十何年い

らっしゃるから移ってくださいと。嫌ですと。

私はこれがやりたいんだということで、結局そ

の職員は退職しました。それから今回の件でも

そうだったんですが、各市民の皆様に丁寧に説

明すると。経験年数が短い職員は一生懸命丁寧

にするんです。ところが長い職員は、往々にし

て、誰とは言わないです、往々にして横柄なん

ですよ。そういう苦情が実はあります。 

 ですから、平議員おっしゃるのも分かるんで

すが、私は法に基づいてその仕事を忠実にやる

という仕事は、３年、５年はいいんですけど、

10年、15年というのはあるべきじゃないと思い

ます。一番楽ですよ、法に基づいてやってると

いうのは。法改正さえきちっとやって、それで

やってればいいわけですから。ただし、じゃあ、

例えば収納なんかも苦労して、なかなか納め切

れない人のためにどういうふうにしてその方に

寄り添って、税の滞納ないような取組をするか

というのは、これまた工夫が必要なわけですね。

したがって、人事については、議員おっしゃる

のもごもっともですが、私はその限りじゃない

と思っております。 

 したがって、今回、こういう事件っていいま

すか、事故を起こしてしまったんですが、これ

は今までもずっとあったわけですよ、繰り返し

繰り返し。その都度いろいろやってきたんです

が、そのときの人の関係っていいますか。あと、

すごく仕事は常に一生懸命やってて、すごく適

正になさってるんですが、たまたま抜けてしま

った、あるいは往々にしてあるのは、隠すんで

すよ、隠す。我々には絶対報告しない。大ごと

になってからじゃないと報告しない。そういう

体質が大分なくなったんですが、まだあります。

ですから、例えば国税のほうは、これは専門官

ですから別なんですが……。 

（「そのくらいにして」の声あり） 

○内谷重治市長 はい、分かりました。 

 いや、人事の話なので、平議員はよく御存じ

なわけですよ、人事のこと。ですから、私の考

えを申し上げたということでございます。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 長くても横柄な職員に

ならないように育てていただきたいと思うわけ

です。 

 次に移ります。（６）に行きます。下水道使

用料等請求漏れに係る請求との公平公正性につ

いて、市長に伺います。 

 このたびの固定資産税の課税誤りでは、過大

に課税した納税者には10年分に利息をつけてお

返しし、過少課税してしまった方32件について

は、本市の課税誤りであり、地方税法に定める

５年間を遡って追加課税することはせず、令和

６年度課税分から正しく課税させていただきま

すとしております。 

 現在、上下水道課では、下水道使用料等請求

漏れにより遡及して支払いをお願いしておりま

す。中には60回の分割支払いで納めていただく

方もおられるわけですが、こうした過去に遡る

場合と課税の誤りのように過去に遡らない場合

があるという点で、市民目線でいえば、行政の

公平公正性に欠けたところがあるのではと思う

方もいらっしゃるのではないかと思います。実

際に全員協議会への報告、説明の折にも、議員

からこうした発言がございました。 

 固定資産税は台帳課税主義で賦課課税という

原則があります。このために遡及は難しいとい

うことになるのでしょうか、市長の見解を伺い

ます。 
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○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 平議員おっしゃるとおり、固定

資産税は賦課課税で、こちらの誤りであると認

識しております。市県民税の修正申告による追

加徴収とは違い、固定資産税の場合はこちらで

現地の状況を把握し、それに基づいて賦課決定

をしていくことになりますので、今年度から適

正な税額で課税することに決定したところです。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 この項目では最後にな

ります。（７）の課税誤りに係る責任の所在に

ついて、市長に伺います。 

 このたびの課税誤りにより、過大に課税した

ものが21件で約485万円、過少課税したものが

32件で約194万円ほどであります。このたびの

課税誤りに係る責任の所在について、市長はど

のように考えておられるのかお伺いします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 今後の対応につきましては、こ

のたびの課税誤りの対応を今速やかに行ってい

るところでございますが、市民の皆様の御理解

をいただいて、状況を確認した後、懲戒処分審

査会にて決定したいと考えておりますが、一昨

年の鶴岡市の事例、その処分などの、その後も

ございましたので、そういったところを参考に

審査会で決定したいと考えております。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 次に移ります。最後の

項目になります。３番の住宅使用料等の収納状

況について伺います。 

 （１）令和５年度末の収入未済額の見込みは

について、建設課長にお聞きをいたします。 

 住宅使用料の収納状況について、これまで滞

納繰越分等が多いことから、各年度の決算ごと

に議会に報告していただいております。令和５

年度末の見込みについてはどのようになってい

るのでしょうか、建設課長にお聞きをいたしま

す。 

○鈴木富美子議長 若月由紀建設課長。 

○若月由紀建設課長 本市におきましては、市営

住宅９か所184戸、定住促進住宅２か所92戸を

管理運営しております。 

 平議員から質問のありました令和５年度末の

収入未済額につきましては、市営住宅が12名で

339万6,770円、定住促進住宅が３名で22万

9,240円、合計で362万6,010円で、平成30年度

の半分ほどの額になっております。 

 これまで電話、訪問による催促や保証人への

依頼、また、本人へ事情等を聞きまして、分割

納付相談に応じるなど、粘り強く状況に応じて

細やかに取り組んだことが功を奏して収納率は

向上しているところでございます。 

 また、滞納繰越額をできるだけ抑えるために

も、現年分の収納率を高めるよう努めておりま

す。参考までに令和５年度の現年分の収納率は、

市営住宅で98.51％、定住促進住宅で99.65％と

高い水準となっております。 

 いずれにしましても、市営住宅は公営住宅法

に基づきまして住宅困窮に対する低額所得者に

対して低廉な家賃を供給するというセーフティ

ーネットとしての役割を担っておりますので、

その理念を遵守しながら引き続き収納率の向上

に取り組んでまいります。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 最後になります。

（２）の指定管理者制度の導入検討について、

市長に伺います。 

 収納状況について、今、建設課長からござい

ました。令和５年度末で362万円ほどになると

いうことでございました。平成30年度で680万

円ほどでしたから、そこから比べれば徐々に減

少してきておりまして、職員が未納者の方に懇

切丁寧に対応しているおかげだと思いますが、

未納に係る収納業務は非常に大変だと思ってお

ります。職員の収納業務に係る負担の軽減を図

ることも必要ではないかと思いました。 
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 そのため、指定管理者制度を導入して、未納

者の方と土日の相談日などを設けることなどに

より、収入未済額を減らすことができるのでは

ないかと思うわけですが、指定管理者制度の導

入検討について、市長の見解をお伺いいたしま

す。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 平成15年の地方自治法改正によ

り、議員からもありましたように、指定管理者

制度が導入されて以来、公営住宅の指定管理者

制度については、国土交通省の資料によります

と、令和３年12月時点になりますけれども、67

都道府県・政令指定都市のうち45事業主体で導

入されていると。滞納家賃等回収業務の外部委

託については、64事業主体で導入されています。

簡単に申し上げますと、規模が違うんですね。

私どもの場合は、雇用促進住宅も含めて276世

帯でございます。多分桁が大分違うんじゃない

でしょうか。そういうことでのメリットがある

んだろうと思います。全国的に見ますと、管理

戸数が多い人口規模の大きな自治体がそのスケ

ールメリットを生かして実施しているケースが

主であり、長井市においては担当１名と副担当

１名のおおむね２名の体制で事務を行っており

ますが、実際の年間に係る人件費は１人分にも

なっていないっていいますかね、そのぐらいの

事務量というのが実情でございます。担当者は

市営住宅、定住促進住宅以外の業務を担当して

ることから、本市においては市場規模が小さく、

指定管理者制度がうまく機能する環境にないで

はないかなと考えております。 

 一方で、長井市の市営住宅については老朽化

が進んでおりまして、現状は長寿命化計画を策

定して対策しておりますが、いずれは建て替え

等も検討しなければならない時期が来ると思わ

れます。国の補助制度としてＰＦＩの事業方式

の一つであるＢＴＯ方式についても国庫補助対

象となってきておりますので、将来的には更新

が必要になった際は、そういった整備と運営を

セットで考えることで民間活力を導入できない

か検討を進めてまいりたいと思います。 

○鈴木富美子議長 平 進介議員。 

○１３番 平 進介議員 いろいろ答弁いただき

ました。特に長井市の貴重な財源となっている

ふるさと納税の提言については空振り三振みた

いなちょっと感じもするわけでございますが、

いずれにしてもふるさと納税については本当に

長井市の貴重な財源になるわけでございますの

で、魅力ある返礼品の発掘によって多くの皆様

に応援していただけるようなそういうふうなふ

るさと納税になれば大変ありがたいなと思って

いるところでございます。今後ともよろしくお

願いをいたします。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

 

 

 浅野敏明議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 次に、順位７番、議席番号11

番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 おはようございます。

共創長井の浅野敏明でございます。 

 このたびの質問は、大きく３項目の質問にな

りますので、よろしくお願いいたします。 

 １番目の質問は、能登半島地震を教訓とする

防災対策について質問いたします。 

 能登半島地震に係る質問は、さきの３月定例

会において、竹田陽一議員と鈴木一則議員から

も質問がありましたが、このたびは重複しない

項目の質問になりますので、簡潔明瞭な答弁を

お願いいたします。 

 能登半島地震の発生から６月１日で５カ月が

経過しました。石川県内でこれまで245人の方

がお亡くなりになり、３人の行方不明者もおり

ます。被害を受けた住宅は12万700棟超で、そ


